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�愛媛県告示第１３４号
母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条第５項の規定により、

養育医療を担当させる機関を次のとおり指定した。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

指 定
番 号 開 設 者 名 称 所 在 地 指 定

年 月 日

５６ 愛 媛 県 愛媛県立新居浜
病院

新居浜市本郷３丁目
１番１号

平成２１年
１月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７１７８ 特定非営利活動法人自立
生活センター松山

愛媛県松山市小坂一丁目
１番１０号 訪問介護 特定非営利活動法人自立

生活センター松山
愛媛県松山市小坂一丁目
１番１０号越智ビル１Ｆ東 平成２０年１２月１日

３８７０３０１１７７ きくぞのケアパーク株式
会社

愛媛県宇和島市和霊元町
四丁目１番１２号 通所介護 スパークタイムきくぞの 愛媛県宇和島市和霊元町

四丁目１番１２号 平成２０年１２月１日

３８７０３０１１８５ 株式会社信介 愛媛県宇和島市吉田町立
間尻甲５５４番地６ 訪問介護 訪問介護ひいらぎ

愛媛県宇和島市恵美須町
二丁目４番２２号コーポ恵
美須１階１０２

平成２０年１２月１０日

３８７１３００４５９ 株式会社山田 愛媛県四国中央市上分町
７１８番地 特定福祉用具販売 介護ショップ山田

愛媛県四国中央市金生町
下分８６５番地四国中央市
川之江庁舎５階

平成２０年１２月１５日

毎週（火・金）曜日発行 第２０３５号 平成２１年１月３０日

平成２１年１月３０日金曜日 第２０３５号

愛 媛 県 報

８２
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�愛媛県告示第１３７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７１８６ 株式会社ケアサポートま
ごころ

愛媛県松山市古三津二丁
目５番３９号 居宅介護支援 株式会社ケアサポートま

ごころ三津
愛媛県松山市古三津二丁
目５番３９号 平成２０年１２月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０３０１１７７ きくぞのケアパーク株式
会社

愛媛県宇和島市和霊元町
四丁目１番１２号 介護予防通所介護 スパークタイムきくぞの 愛媛県宇和島市和霊元町

四丁目１番１２号 平成２０年１２月１日

３８７０３０１１８５ 株式会社信介 愛媛県宇和島市吉田町立
間尻甲５５４番地６ 介護予防訪問介護 訪問介護ひいらぎ

愛媛県宇和島市恵美須町
二丁目４番２２号コーポ恵
美須１階１０２

平成２０年１２月１０日

３８７３６００１４６ 大洲喜多特別養護老人ホ
ーム事務組合

愛媛県大洲市大洲８１０－
１

介護予防短期入所
生活介護

特別養護老人ホームかわ
かみ荘

愛媛県大洲市肱川町山鳥
坂２８００ 平成２０年１２月１５日

３８７１３００４５９ 株式会社山田 愛媛県四国中央市上分町
７１８番地

特定介護予防福祉
用具販売 介護ショップ山田

愛媛県四国中央市金生町
下分８６５番地四国中央市
川之江庁舎５階

平成２０年１２月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０４００６４９ 株式会社ベルワイド 愛媛県八幡浜市新町２７２
番地１ 訪問介護 おるｄｅ新町ヘルパー

ステーション
愛媛県八幡浜市新町
２８１番地１

愛媛県八幡浜市新町
２７２番地１

平成２０年
１１月２１日

３８７０１０１２７０ 株式会社民間救急サービ
ス

愛媛県松山市太山寺町８８
７－４

福祉用具
貸与

株式会社民間救急サー
ビスあっぷるケアサー
ビス

愛媛県松山市小坂４
－１９－１４

愛媛県松山市朝生田
町四丁目８－２

平成２０年
１２月１日

３８７０１０１２７０ 株式会社民間救急サービ
ス

愛媛県松山市太山寺町８８
７－４

特定福祉
用具販売

株式会社民間救急サー
ビスあっぷるケアサー
ビス

愛媛県松山市小坂４
－１９－１４

愛媛県松山市朝生田
町四丁目８－２

平成２０年
１２月１日

３８７０１０６６１８ 株式会社ほわいと 愛媛県松山市小坂三丁目
３番３３号 訪問介護 訪問介護事業所ほわい

と
愛媛県松山市天山一
丁目１４番２８号リビエ
ール天山１０５号

愛媛県松山市小坂三
丁目３番３３号

平成２０年
１２月１日

３８７０１０６１５４ 株式会社ケアステーショ
ン春々

愛媛県松山市湯の山東二
丁目４番地１２ 訪問介護 訪問介護事業所ケアス

テーション春々
愛媛県松山市堀江町
甲１４０９番地１松山グ
ランドハイツ３１５号

愛媛県松山市湯の山
東二丁目４番地１２

平成２０年
１２月２日

３８７０１０７０２０ 株式会社ＳＣＳ 愛媛県松山市水泥町３３３
番地４７ 訪問介護 株式会社ＳＣＳ 愛媛県松山市水泥町

３３３番地４７
愛媛県松山市桑原三
丁目１－４７－２０５

平成２０年
１２月１１日

３８６０６９１０１７ 有限会社キャンパス 愛媛県西条市丹原町願連
寺１９６番地６ 訪問看護 訪問看護ステーション

おれんじ
愛媛県西条市丹原町
池田１６５１－１

愛媛県西条市丹原町
願連寺１９６番地６

平成２０年
１２月２２日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０６６２６ 株式会社ほわいと 愛媛県松山市小坂三丁目
３番３３号

居宅介護
支援

居宅介護支援事業所ほ
わいと

愛媛県松山市天山一
丁目１４番２８号リビエ
ール天山１０５号

愛媛県松山市小坂三
丁目３番３３号

平成２０年
１２月１日

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号

８３
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�愛媛県告示第１４２号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４３号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

八幡浜市五反田２番耕地４５４の２、２番耕地４５４の３、２番耕

地４５５の１、２番耕地４５６の２、２番耕地４５７の３、３番耕地１

９６の５、３番耕地２０１の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

農道用地とするため

�愛媛県告示第１４０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止した

旨の届出があった。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４４号
愛媛県工事執行規程（昭和３９年８月愛媛県告示第６９５号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２１年１月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０４００６４９ 株式会社ベルワイド 愛媛県八幡浜市新町２７２
番地１

介護予防
訪問介護

おるｄｅ新町ヘルパー
ステーション

愛媛県八幡浜市新町
２８１番地１

愛媛県八幡浜市新町
２７２番地１

平成２０年
１１月２１日

３８７０１０１２７０ 株式会社民間救急サービ
ス

愛媛県松山市太山寺町８８
７－４

介護予防
福祉用具
貸与

株式会社民間救急サー
ビスあっぷるケアサー
ビス

愛媛県松山市小坂４
－１９－１４

愛媛県松山市朝生田
町四丁目８－２

平成２０年
１２月１日

３８７０１０１２７０ 株式会社民間救急サービ
ス

愛媛県松山市太山寺町８８
７－４

特定介護
予防福祉
用具販売

株式会社民間救急サー
ビスあっぷるケアサー
ビス

愛媛県松山市小坂４
－１９－１４

愛媛県松山市朝生田
町四丁目８－２

平成２０年
１２月１日

３８７０１０６６１８ 株式会社ほわいと 愛媛県松山市小坂三丁目
３番３３号

介護予防
訪問介護

訪問介護事業所ほわい
と

愛媛県松山市天山一
丁目１４番２８号リビエ
ール天山１０５号

愛媛県松山市小坂三
丁目３番３３号

平成２０年
１２月１日

３８７０１０６１５４ 株式会社ケアステーショ
ン春々

愛媛県松山市湯の山東二
丁目４番地１２

介護予防
訪問介護

訪問介護事業所ケアス
テーション春々

愛媛県松山市堀江町
甲１４０９番地１松山グ
ランドハイツ３１５号

愛媛県松山市湯の山
東二丁目４番地１２

平成２０年
１２月２日

３８７０１０７０２０ 株式会社ＳＣＳ 愛媛県松山市水泥町３３３
番地４７

介護予防
訪問介護 株式会社ＳＣＳ 愛媛県松山市水泥町

３３３番地４７
愛媛県松山市桑原三
丁目１－４７－２０５

平成２０年
１２月１１日

３８６０６９１０１７ 有限会社キャンパス 愛媛県西条市丹原町願連
寺１９６番地６

介護予防
訪問看護

訪問看護ステーション
おれんじ

愛媛県西条市丹原町
池田１６５１－１

愛媛県西条市丹原町
願連寺１９６番地６

平成２０年
１２月２２日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０４００３２６ 医療法人不老 愛媛県八幡浜市穴井３番
耕地４０１番地 居宅介護支援 居宅介護支援事業所不老 愛媛県八幡浜市穴井３番

耕地４０１番地 平成２０年１２月１６日

３８７０７００２８７ 有限会社しらさぎ 愛媛県大洲市平野町野田
２７５１番地２ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所しら

さぎ
愛媛県大洲市平野町野田
乙６８７番地５３ 平成２０年１２月２０日

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田駿
河台二丁目９番地

介護全般に
関する介護
職員基礎研
修課程

平成２１年
１月２０日

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号

８４



�������
�愛媛県告示第１４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２０条第１項の規定により、道

路と他の工作物との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり

協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び南予地方局八幡浜土木事務所に備

え置いて縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の種類及び路線名

一般国道１９７号

２ 他の工作物の名称

三崎港海岸保全施設

３ 兼用工作物の位置

西宇和郡伊方町三崎１０７３番１地先から同町三崎１６０３番２地先ま

で

４ 兼用工作物の管理を行う者の氏名及び住所

海岸管理者 愛媛県知事 加戸 守行

住所 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

道路管理者 愛媛県知事 加戸 守行

住所 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

５ 管理の内容

� 兼用工作物の新設（道路の附属物に係るものに限る。以下同

じ。）、改築、維持又は修繕は、道路専用施設（路面（路盤ま

での部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他のもっぱら道

路の管理上必要な施設又は工作物をいう。以下同じ。）につい

て道路管理者が、当該施設以外の部分については、海岸管理者

が行うものとする。

� 兼用工作物の災害復旧は、次の各号に掲げる者が行うものと

する。ただし、第１号又は第２号に掲げる場合においても、特

に緊急に災害復旧を行う等の必要があるときは、その都度協議

して定めるところにより、海岸管理者又は道路管理者がこれを

行うものとする。

一 もっぱら道路専用施設に係る場合 道路管理者

二 もっぱら道路専用施設以外の部分に係る場合 海岸管理者

� 前２項の規定によるほか、海岸法又は同法に基づく命令の規

定による兼用工作物の管理は海岸管理者が、道路法又は同法に

基づく命令の規定による兼用工作物の管理は道路管理者が行う

ものとする。

６ 管理の期間

平成２１年１月３０日から当該路線を廃止する日又は海岸の公用を

廃止する日まで

�������
�愛媛県告示第１４６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画用途地域、

都市計画特定用途制限地域、都市計画道路、都市計画公園、都市計

画下水道、都市計画ごみ処理場、都市計画ごみ焼却場、都市計画汚

物処理場、都市計画火葬場及び都市計画土地区画整理事業の変更に

係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西条都市計画用途地域、都

市計画特別用途地区、都市計画特定用途制限地域、都市計画準防火

地域、都市計画道路、都市計画公園、都市計画緑地、都市計画下水

道及び都市計画ごみ焼却場の変更に係る都市計画の図書の写しを愛

媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社ヤスノリ

今治市八町西四丁目１番６号

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（債権譲渡）

第１３条 省略

２～６ 省略

７ 前各項の規定にかかわらず、請負者が愛媛県建設業振興資金貸

付金の貸付けを受けるために社団法人愛媛県建設業協会に対して

行う債権譲渡及び公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用

した融資制度又は地域建設業経営強化融資制度に係る融資を受け

るために愛媛県建設業協同組合連合会又は株式会社建設総合サー

ビスに対して行う債権譲渡に係る承認の対象範囲及び事務手続

は、別に定める。

（債権譲渡）

第１３条 省略

２～６ 省略

７ 前各項の規定にかかわらず、請負者が愛媛県建設業振興資金貸

付金の貸付けを受けるために社団法人愛媛県建設業協会に対して

行う債権譲渡及び工事に係る請負代金債権の譲渡を活用した

融資を受け

るために愛媛県建設業協同組合連合会

に対して行う債権譲渡に係る承認の対象範囲及び事務手続

は、別に定める。

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号
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代表取締役 越智康行

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社ヤスノリ

西条市国安１２７３番地８

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� オゾン脱色処理装置

� 活性汚泥処理施設

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第１９号 ト染色施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６００キログラム処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後７日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ５時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ９．２

最大 ７．８～１０．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５７

最大 ６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３．２

最大 １５．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．０

最大 ４０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．００

最大 ６．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２．０

最大 １５．０

設 置 年 月 日 平成５年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 オゾン脱色

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 １塔当たり直径１．５メートル
高さ５．０メートル（２塔）

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 オゾン脱色処理

処理施設の使用時間間隔 間 欠

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．２

最大 ７．８～１０．７

通常 ９．２

最大 ７．８～１０．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５７

最大 ６００

通常 ５５７

最大 ６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３．２

最大 １５．０

通常 １３．２

最大 １５．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．０

最大 ４０．０

通常 ２０．０

最大 ４０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．００

最大 ６．００

通常 ４．００

最大 ６．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４

最大 ３０

通常 ２４

最大 ３０

設 置 年 月 日 昭和６２年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥処理及び三次処理

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１７．９５メートル 横１２．１メートル
高さ６．０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２８６立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性汚泥、接触酸化及び凝集沈殿処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．２

最大 ７．８～１０．７

通常 ７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５５５

最大 ５９８

通常 ２０．０

最大 ３０．０

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号
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� ｐＨ調整放流槽

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第１４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３．３

最大 １５．２

通常 ８．０

最大 １０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０．０

最大 ４０．０

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．００

最大 ６．００

通常 ２．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２２８．８

最大 ２８６．０

通常 ２２８．８

最大 ２８６．０

設 置 年 月 日 昭和６２年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 中和処理

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦６．２メートル 横２．２メートル
高さ２．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり９９１立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ５．８～８．６

通常 ７．０

最大 ５．８～８．６

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．０

最大 １１．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７９２．８

最大 ９９１．０

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．０

最大 １１．０

通常 ８．０

最大 １１．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

通常 ３．０

最大 ４．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．０

最大 ２０．０

通常 １０．０

最大 ２０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．００

最大 ３．００

通常 ２．００

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７９２．８

最大 ９９１．０

通常 ７９２．８

最大 ９９１．０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 辰巳伊予和気停車場線
松山市太山寺町１４８３番１０から

同町１４８３番９まで
平成２１年１月３０日

〃 〃
松山市太山寺町１３１９番３から

同町１３２０番８まで
〃

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号
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�愛媛県告示第１５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年１月３０日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第１５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第５７号

平成２１年１月２０日
伊予郡松前町大字昌農内字竹ノ鼻４２３番

山口県宇部市大字藤曲２５４３番地３

池 内 健

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市郷３番耕地１０４３番２地先から

同市郷１番耕地９１３番２まで

旧 １５．０～１７．０ ０．０５７

新 １６．０～２１．０ ０．０５７

〃 〃

八幡浜市郷１番耕地９１３番２地先から
同市大平１番耕地３８１番１地先まで

及 び
八幡浜市郷１番耕地９１３番２から
同市郷３番耕地１４１番１まで

旧 ７．６～２７．０ ５．３６４

新 ７．６～２７．０
１９．０～６４．０

５．３６４
０．５０８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市肱川町宇和川３７５１番２から

同市肱川町宇和川３７５２番３まで
平成２１年１月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳沢新谷停車場線 大洲市新谷字室戸乙１５１０番３

旧 １０．５～１１．０ ０．０１０

新 １２．０～１２．５ ０．０１０

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県漁業取締船用燃料の購入（電子入札対象案件）

� 購入物品名及び予定数量

軽油（免税・ＪＩＳ Ｋ２２０４ ２号）

約３９２，０００リットル

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２１年１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳沢新谷停車場線 大洲市新谷字室戸乙１５１０番３ 平成２１年１月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂２６０番３から

同市肱川町山鳥坂２６２番２まで

旧 ４．８～９．１ ０．１８４

新 ２０．５～５３．０ ０．１６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線 大洲市肱川町山鳥坂２６２番１ 平成２１年１月３０日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年１月２１日 特定非営利活動法人
国際交流人材研修支援協議会 � 瀬 紀 博 松山市祝谷六丁目１１２２番地１６クリ

スタルコート道後‘９０ ２０５号
この法人は、アジア近隣諸国から日本に産業技
術や流通、サービス産業におけるノウハウなど
の習得を目的として来日を希望する有為な青年
男女に対し、四国の産業界が有する様々な技術・
ノウハウを持つ企業を紹介し研修に至るまでを
支援し、一方、研修企業には海外市場の開拓に
際し、研修生を通じた人的つながりを得ること
や、国境を越えた人材の育成を通して社内の活
性化を図ることで、民間レベルでの経済交流若
しくは文化交流に資することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号
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� 納入期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

� 納入場所

今治港、松山港及び宇和島港の愛媛県漁業取締船桟橋又は愛

媛県が指定する愛媛県海域

� 入札方法

入札金額は、１００リットル当たりの単価で記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０・２１・２２年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 入札説明書に定める納入期間中に適正かつ確実に納入できる

体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成２１年３月１７日（火）の電子入札

システム稼動開始時刻（午前９時００分）から平成２１年３月２４日

（火）午後１時５９分まで。

紙入札方式による場合は、２�の証明書類提出後から平成２１
年３月２４日（火）午後１時５９分まで。

� 入札説明書の交付方法

� 入札情報公開システム

http：／／ebid-ppi．pref．ehime．jp／PPI＿P／

� �に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２１年３月２４日（火）午後２時００分

愛媛県総務部会議室（入札室）本館二階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、別途定める期限まで

に提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札方式による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵

便に限る。）により提出すること。

� 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： Light

Oil（tax exempted，JIS K２２０４ No．２）approximately３９２，０００L

� Time limit of tender：１：５９ p．m．，２４March２００９

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，General Administration Division，

General Affairs Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年１月３０日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

感染性廃棄物処分業務の委託

� 委託業務名及び予定数量

感染性廃棄物処分業務：約４，２００，０００リットル

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

松山市及び近隣市町にある処理施設に限る。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パ－セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

愛 媛 県 報平成２１年１月３０日 第２０３５号
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ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の業務の実績を有し、委託業務について、

適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証明し

た者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２１年３月１３日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２１年１月３０日（金）から３月３日（火）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２１年３月１３日（金）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書に、

委託業務を履行できることを証明する書類を添付して、入札書

の受領期限までに提出しなければならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明を

求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると愛媛県立中央病院長が判断した入札

者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条において例によ

ることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札

を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Disposal

of Infectious Waste for Ehime Prefectural Central Hospital，

approximately４，２００，０００ liters

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，１３March ２００９

� For further information，please contact： Accounting Section，

General Affairs Division，Secretariat，Ehime Prefectural

Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，Ehime

７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年１月３０日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

重油の購入

� 購入物品名及び予定数量

重油（ＪＩＳ Ｋ２２０５ １種２号）

第１回：約６２５，０００リットル

第２回：約７６２，０００リットル

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

第１回目：平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで

第２回目：平成２１年１０月１日から平成２２年３月３１日まで

� 納入場所

愛媛県立中央病院

� 入札方法

入札金額は、１リットル当たりの単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「石油燃料類」について、平成２０・

２１・２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に確実に納入できる体制が整備されていることを

証明した者であること。
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� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

第１回目：平成２１年３月２７日（金）午後１時３０分

第２回目：平成２１年９月２５日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

第１回目：平成２１年１月３０日（金）から３月１３日（金）ま

での執務時間中（月曜日から金曜日まで（国民

の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日を除く。）の午前８時３０分から

午後５時１５分までをいう。以下同じ。）

第２回目：平成２１年８月３日（月）から９月１１日（金）ま

での執務時間中

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

第１回目：平成２１年３月２７日（金）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議

室

第２回目：平成２１年９月２５日（金）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 周産期センター ７階 第２

研修室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書に、

この公告に示した物品を納入できることを証明する書類を添付

して、入札書の受領期限までに提出しなければならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明を

求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：Heavy

Oil（JIS K２２０５ class１ No．２）

１st contract： approximately６２５，０００ liters

２nd contract： approximately７６２，０００ liters

� Time limit of tender：

１st：１：３０ p．m．，２７March２００９

２nd：１：３０ p．m．，２５ September２００９

� For further information，please contact： Accounting Section，

General Affairs Division，Secretariat，Ehime Prefectural

Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，Ehime

７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

平成２１年１月３０日 発行
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